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令和８年度 基本方針 
 

社会福祉協議会では、制度の枠組みにとらわれることなく、一人ひとりの生活状況

や思いに寄り添う「目配り・気配り・心配り」の精神で、きめ細やかな支援活動を展

開しています。しかし、急速な少子高齢化や人口減少、核家族化により、地域での人

と人とのつながりが弱くなり、地域に新たなリーダー的な役割の人がいなければ地域

社会が成り立たなくなることも考えられる中、伝統的な地域のつながりと専門的な福

祉サービスを効果的に組み合わせた新しい形の地域福祉の構築が求められています。 

本会においては、地域共生社会の実現や地域包括ケアシステムの構築、制度・分野

ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超え、地域住民や関係機関など、

地域のさまざまな主体が「我がごと（自分ごと）」として参画し、地域住民一人ひとり

の暮らしに、生きがいや健康の増進、仲間づくりを通して、「自分の居場所で自分らし

く一人ひとりの暮らしと文化を大切にする地域づくり」という視点を持ち、世代や分

野を超え相互につながり、それぞれの特性を生かしながら協力し、支え合いながら暮

らすことができる地域づくりに取り組みます。 

 

 

 

 

重点目標 
 

１. 居場所と出番のある暮らしを応援します 

 

２. 日頃の取り組みを災害時に活かします 

 

３. 伝えるから“伝わる”を実践します 
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１. 居場所と出番のある暮らしを応援します 

①こども食堂（地域食堂）をテーマとしたフォーラムの開催や、地域カルテを活用

した話し合いの場づくりなど、「楽しみ」と「役割」がある暮らしを応援します。 

 

②夏のボランティア体験事業などの企画を、地域で活躍しているボランティアや福 

祉関係者の方々とともに考え実践することで、誰もがボランティアに参加しや 

すい場を提供し、助け合いの「こころ」を次世代へつなぎます。 

 

 ③高齢者の元気を取り戻す通所型ならびに訪問型「いこら教室」を充実します。 

 

 ④認知症の理解促進とチームオレンジによる認知症の方々の居場所づくりに取り 

組みます。 

 

⑤孤立を防ぐ架け橋になれるよう、「助けて」と言い出しにくい状況にある方に 

は、関係機関と協力して困りごとのサインを早期に受け止めます。 

  ・ふくし何でも相談 

  ・お金の悩みから生活の立て直しまで、一歩踏み出すサポート（貸付制度） 

・自分らしさと権利を守る取り組み（権利擁護支援） 

 

 ⑥一人暮らしの不安や認知症、経済的な困りごとなど、複雑な悩みにも他分野の 

専門家と協力して一緒に解決の道を探します。 

 

２. 日頃の取り組みを災害時に活かします 

 ①災害が起きたとき、気にかけあえるのは日頃の付き合いがあってのことで、 

日頃から「お互いさま」といえる地域づくりを目指します。 

   ・災害時に配慮が必要な方の具体的な避難方法を一緒に考える個別懇談会 

   ・学生の若い力と柔軟な発想を引き出す防災セミナー 

 

②災害時に助け合いを止めない準備として、業務継続計画(BCP) に基づく訓練 

及び点検を行います。 

 

３. 伝えるから“伝わる”を実践します 

  ①福祉かつらぎの紙面をカラーに刷新し、ホームページのスマホ表示や SNS、 

メディアを活用した最新の情報を随時発信します。 

 

②健康づくりや認知症予防などの出前講座を実施します。 

 

③AIの活用による資料作成によって、地域の方と寄り添える時間を確保します。 
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係別の重点目標 
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総務係 の重点目標 
 
（１） 「社協」を身近に！情報発信の工夫 

 「社協って何をしているところ？」との疑問に応えるため、活動を「見

える化」します。 

・「伝える」から「伝わる」へ：これまでの広報紙をオールカラー版に刷

新します。また、SNSやホームページを活用して、若い世代や子育て中

の方々にも役立つ情報を定期的にお届けします。 

・つながりを深める：住民の皆さんが、自分らしく過ごせる「居場所」

や、誰かの役に立てる「出番」を見つけられるような発信をします。 

   ○福祉かつらぎの紙面をカラーに刷新 

   ○ホームページの随時更新とスマホ表示で見やすく 

   ○SNSやメディアを活用した最新の情報を随時発信 

○情報発信する職員自身の広報マインドの向上 

（２） 「いざという時」も安心なまちづくり 

 地震や感染症などの自然災害などが起きても、福祉の支援が止まらない

体制を整えます。 

・助け合いを止めない準備：災害時でも業務を継続するための計画に基

づき、定期的な訓練や備品の点検を行い「日頃の備え」を「もしもの

力」に変えます。 

 

（３） デジタルの力で、もっと寄り添う時間を 

 事務作業を効率化することで、より質の高いサービスを提供できる環境

を作ります。 

・事務のスマート化：ICT（情報通信技術）を活用してペーパーレス化や

事務のスピードアップを進めます。事務の時間を短縮することによ

り、支援に充てる時間を大切にします。 

   ○グループウェアの活用 

   ○AIの活用による資料作成 

（４） 未来の「福祉の担い手」を育てる 

 かつらぎ町の福祉を将来にわたって支える人材を育成します。 

・福祉の仲間づくり：学生さんの職場体験や実習を積極的に受け入れ、

若い世代が福祉の仕事に興味を持てる場を作ります。 

○社会福祉士実習の受け入れ 

○学生を対象とした職場体験 

○職員の健康増進に関する取り組み 
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地域係 の重点目標 
 

（１）「楽しみ」と「役割」がある暮らしを応援します 

 地域の集まり（サロン）や、健康づくりの活動などをサポートし、地域の

方が気軽に立ち寄れる「居場所」づくりを共に考えます。 

・地域の集まり（サロン）のサポート: 皆さんが「顔の見える関係」を築け

るようお手伝いします。 

・やりがいの創出:これまでの経験を活かして地域で活躍できる場（出番）を 

つくり、いつまでも自分らしく元気に過ごせるよう応援します。 

・健康づくり:保健師などと協力して、住民が主体の健康づくりをサポート 

します。 

〇こども食堂（地域食堂）をテーマとしたフォーラムを開催し、地域 

のつながりづくりを推進します。 

○地域カルテを活用した話し合いの場をつくります。 

 

（２）助け合いの「こころ」を次世代へつなぎます 

 子どもから大人まで、ボランティア活動や福祉への関心を持ってもらえる

ようなきっかけをつくります。 

・子どもたちへの福祉教育: 小・中・高校や大学と協力して、若い世代が 

ボランティアや福祉にふれるきっかけをつくります。 

・気軽な参加の仕組み: SNSやホームページで最新情報を発信したり、地元 

の企業と協力したりすることで、誰もがボランティアに参加しやすい環境 

を整えます。 

  ○ボランティア活動に関する情報発信の充実 

（広報・ホームページ・ＳＮＳ・チラシなど） 

  ○夏のボランティア体験事業の充実 

  〇企業と連携した（ボランティア）活動 

  ○学校のニーズに即した福祉教育の場を共につくります。 

（３）もしもの時にも、一人ひとりに寄り添えるように 

 災害が起きたとき、気にかけあえるのは日頃の付き合いがあってのこと。 

日頃から「お互いさま」といえる地域を目指します。 

・個別の懇談会: 災害時に配慮が必要な方の具体的な避難方法を一緒に考え 

ます。 

・若い力と防災:学生の若い力と柔軟な発想を引き出す防災セミナーを開催

します。 
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相談支援係 の重点目標 
 
（１）孤立を防ぐ架け橋になれるよう 

 ひとりで悩みを抱え込まず、誰もが自分らしく、安心して暮らせるまちを目

指します。 

・「ふくし何でも相談」などを通じて、困りごとのサインを早期に受け止め 

ます。 

・「助けて」と言い出しにくい状況にある方へも、関係機関と協力して必要  

な情報をお届けし、地域から孤立させないための「架け橋」になります。 

○ふくし何でも相談 

○弁護士による無料法律相談 

○生活困窮世帯の実態把握 

（２）お金の悩みから、生活の立て直しまで（一歩踏み出すサポート） 

 単にお金を貸し付けるだけでなく、その先の安定した生活を一緒に考えま

す。 

・家計の立て直しを一緒に考え、関係機関と連携しサポートします。 

・「生活を立て直せる」という希望を持って、皆さんが再び地域で活躍できる

場を見つけられるよう、寄り添います。 

○資金貸付制度（生活福祉資金貸付制度・民生金庫貸付制度） 

○新型コロナ特例貸付の債務者への支援と免除者への継続支援強化 

○現物給付の仕組みづくり 

（３）自分らしさと権利を守る 

 認知症や障がいがあっても、住み慣れた場所で自分らしく生きることは、 

誰にとっても大切な権利です。 

・「権利擁護センター ほっとサポートかつらぎ」や「寄り添いサロン」など

を通じて、本人の「こうしたい」という思いを尊重した支援を行います。 

・福祉・行政・司法などがチームとなり、皆さんの大切な権利を地域全体で

見守ります。 

○福祉サービス利用援助事業の実施 

○法人後見制度の実施 

○権利擁護センター ほっとサポートかつらぎ の運営 

○啓発活動の強化 

○寄り添いサロンの充実 
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居宅支援係 の重点目標 
 
（１）利用者に最適な「ケアプラン」を一緒に作ります 

 一人ひとりの生活の様子や困りごとを伺い、最適な介護サービスを組み合わせ

たケアプランを作成します。 

・チームで支えます： 担当者一人で抱え込まず、スタッフ全員で知恵を出し合

い、病院や介護施設とも連携して、より良い支え方を考えます。 

・常に学び続けます： 最新の知識や技術を身につけ、サービスの質を高める努

力を惜しみません。 

○各種研修会への参加   ○地域ケア個別会議への参加 

○ケアプランの自己点検  ○入退院時における病院との連携 

○サービスや社会資源に関する最新情報の取得 

○事業所内でミーティングや内部研修、ケース会議を実施 

（２）複雑なお悩みも、一緒に解決の道を探します 

 一人暮らしの不安や認知症、経済的な困りごとなど、複雑な課題にも他分野の

専門家と協力して対応します。 

・新しい仕組み作り：今の制度だけでは解決が難しいときは、「こんなサービス

が必要」と関係者に提案し、より住みやすいまちづくりにつなげます。 

・「もしも」の時も安心：地震や台風などの災害時に、避難のお手伝いが必要な

方をどう守るか、日頃から地域の関係者と話し合い、助け合える体制について

話し合います。 

○困難事例検討会の開催  ○資源開発への提案 

○災害に備えた支援体制の強化 

（３）いつでも気軽に相談できる、身近なパートナーになります 

 「ここに相談してよかった」と安心していただけるよう、心の通うコミュニケ

ーションを大切にしています。 

・信頼される窓口： 医療機関や他の事業所からも「あそこに任せれば安心」と

言っていただけるよう、常に専門性を磨いています。 

・地域のみんなで支え合う： 「キャラバン・メイト」として認知症への理解を

広める活動に参加するなど、誰もが安心して暮らせる地域づくりに取り組み

ます。 

○広報やホームページへの掲載、SNSでの情報発信 

○関係機関との連携を強化 

 

【サービス目標】 

一人ひとりに寄り添い、一日でも長く住み慣れた場所で、その人らしい尊厳の

ある自立した生活が送れるよう、医療機関や介護サービス事業所、地域包括支援

センターなどの関係機関や多職種との連携を図り、ケアマネジメントの質の向上

に努めます。 



- 8 - 

包括支援係 の重点目標【地域包括支援センター】 
 
（１）高齢者の元気を取り戻す通所型ならびに訪問型「いこら教室」の充実 

 介護が必要な状態になってからの介護サービスの利用ではなく、日常生活

における生活動作に支障が出てきた時に、早期にリハビリ等のサービスを受

け、元の日常生活に戻って頂ける総合事業の充実を目指します。2024年４月

元気いこら教室が見直され、2025年 11月には訪問型のおうちでいこら教室が

開始されました。町・サービス事業所・地域包括支援センター・生活支援コ

ディネーターが連携して、サービス利用の浸透を図ります。 

 

〇体制支援 

・通所型元気いこら教室ならびに訪問型おうちでいこら教室の充実に向 

けた事業所との協議 

・生活支援コーディネーターとの連携による社会参加の推進 

  ・元気いこら教室の充実に向けた健康保険課・福祉介護課との連携 

 〇普及啓発 

  ・元気いこら教室やおうちでいこら教室の浸透を図るための周知啓発や

広報による普及啓発 

  ・町保健師によるフレイルチェックや生活支援コーディネーターの地域

づくりとの連動による利用者の確保 

（２）介護支援専門員のケアマネジメント力の向上と関係機関との連携強化 

  自立支援・重度化防止の取り組みを推進していくため、介護支援専門員の 

ケアマネジメント力の向上と介護サービス事業所や医療機関との連携強化 

に努めていきます。なお、介護サービス事業所の質の向上も図っていきます。 

 

〇ケアマネジメント力向上と事業所との連携強化 

・自立支援型地域ケア個別会議（月 1回）の実施によるケアマネジメン

ト力の向上 

・地域ケア研修会（年 4回以上）の開催による介護支援専門員、介護サ

ービス事業所の質的向上 

・在宅医療介護連携支援センターを中心とした医療機関・介護事業所と

の連携強化 

（診療所内カンファレンスの実施、在宅医療介護連携協議会への参加 

等） 

（３）認知症の理解促進とチームオレンジによる認知症の方々の居場所づくり 

 少子高齢化に伴い一人暮らしや高齢者世帯が増えてきている中で、社会参

加の機会が減少し、認知機能の低下により日常生活に支障をきたす方々の増

加が考えられます。地域で安心・安全に生活するには、認知症予防ならびに

認知症の方やその家族の居場所づくりによる社会参加の推進、それを見守り

支援する良き理解者の育成に取り組んでいきます。 
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〇居場所づくり・つながりづくり 

・つれもてカフェ（認知症カフェ）の運営 

・笠田高校によるまったりカフェの運営支援 

・認知症家族の集いの開催 

・チームオレンジ活動支援（チームオレンジ連絡会の開催、啓発グッズ 

作り、つれもてカフェや地域での活動等） 

〇理解促進（普及啓発・相談支援体制） 

・認知症サポーター養成講座の開催ならびに認知症ステップアップ講座 

 の開催 

 ・認知症キッズサポーター養成講座の開催（小学校・中学校対象） 

  ・キャラバンメイト交流会の開催 

  ・地域の集まり等への認知症予防･理解普及啓発 

  ・認知症月間（世界アルツハイマー月間）によるオレンジライトアップ 

等による普及啓発 
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花園支所・施設支援係 の重点目標 
 
【高齢者生活福祉センター】 
（１）住みなれた地域での在宅生活の継続支援 

 花園地域において高齢化率も５０％を超え、一人暮らし世帯も増加傾向に

あり、生活・健康に不安を抱える方の生活課題を関係機関と協力し解決に取

り組みます。 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう生活支

援コーディネーターと協力し、地域におけるボランティア活動の活性化に取

り組みます。 

法令を遵守し、安心安全なサービスの提供に取り組みます。 

 

（２）高齢者福祉センターの充実 

 高齢者の心身の健康を保持し、ふれあいを深め、高齢者及びその介護家族

に対する相談・指導等の援助活動を行い、当該高齢者の自立的生活の助長、

社会的孤立感の解消及び心身機能の維持・向上を図ります。 

・生きがいデイサービス（介護保険認定外の方へのサービス） 

・ふれあいサービス事業（高齢者の社会生活上必要不可欠な外出援助） 

  ※空白地有償運送の受託運営 

・配食サービス事業（毎週水曜日 夕食） 

・入所事業（住居の提供、入居者に対する各種相談、助言、緊急時の対応）    

 

（３）サービスの向上 

 「サービスの向上のためにできることは何か」を常に考え、職員間で協議・

共有しながら、より良いサービスの提供に取り組みます。 
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【通所介護事業所】 
（１）住み慣れた花園で、平穏に暮らせられるようサービスを提供する 

 通所介護計画書・通所介護予防計画書沿った援助の実践 

個々の問題点に沿った計画を行い、利用者に寄り添いながら楽しい時間を

過ごしていただきます。又、不安を抱える方に少しでも話しやすい雰囲気を

作り、対話に努めます。 

利用中の転倒や種々の感染を起きないよう安全に配慮します。災害等につ

いてはＢＣＰに基づき対応をします。 

 

（２）家族の身体的・精神的負担を軽減し、安心して生活が送れるよう援助する 

 健康管理に留意し、異常があれば関係機関に報告し、処置を行います。 

(バイタルチェック・状態の観察・必要な処置等) 

介護者とのコミュニケ－ションを円滑に取り、不安の解消に努めます。 

特に遠方におられる介護者については、安心していただけるよう連絡を密

にします。 

主治医・ケアマネジャーとの連携 

細やかな情報の提供及び共有を図ります。 

 

（３）年間行事やボランティア・梁瀬小学校との交流を図る 

 飽きの来ない充実した行事を提供し、心身の維持・安定に努めます。 

毎月新しいレクリエーションやクラフトを提供します。 

ボランティア・梁瀬小学校との調整を行い孤立感からの解消を図ります。 

 

 

 

【サービス目標】 

介護保険サービスの事業者として、地域での社会的孤立感の解消を目指し見守

り支援します。 

また、利用者と地域の方・梁瀬小学校との交流により、地域内でのふれあいを

図ります。 
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花園支所・訪問支援係 の重点目標 
 
（１）利用者に合ったサービス提供 

 花園では、唯一の介護事業所として欠かせない場所です。 

利用者一人ひとりの個性と、心身の特性を踏まえて、その人の持つべき能力

に応じて自立した日常生活を営むことが出来るよう、入浴、排せつ、食事の

介護、その他の生活全般にわたる援助を適切に行うために、ケアマネ、関係

者等と連携し、利用者にとって何が必要かを見極めながら利用者の出来ると

いう自尊心を尊重しながらサービスの提供にあたります。 

 

（２）地域に密着したケアの充実 

 介護保険サービス、障がい福祉サービスの事業として見守り支援します。 

職員は、笑顔で接すると共に利用者や家族だけでなく、地域住民にも目を

配り不安や悩みをキャッチし、ケアマネ、関係者等に伝へ必要な人の支援を

見逃さないよう心掛け支援します。 

職員は、報告・連絡・相談を徹底し毎朝のミーティングでよく話し合いチ

ーム力を高めサービスの提供にあたります。 

 

（３）利用者が、安心してサービスが受けられる環境整備 

 利用者を守り自分達自身も守る為にも、感染対策を徹底し感染症の予防に

努め、ヘルパー業務を維持できるよう努めます。 

利用者のニーズに的確に対応する為、各種研修会への参加及び職場研修に

て、知識技術の習得に努めます。又利用者の人権擁護・虐待等の防止のため

の従業員に対する研修にも努めます。 

訪問時の会話の中で災害時の話を日頃から利用者、家族と共有することで

いざという時の避難所への誘導、安否確認等の支援に繋げます。 

 

 

 

【サービス目標】 

 訪問により利用者や、家族の希望及び生活機能を低下させないよう、住み慣れ

た地域に出来る限り長く、安心して暮らせるように関係者等と連携を図りなが

ら、利用者に寄り添い笑顔で過ごせるよう支援していきます。又日頃の会話の中

でも災害時のことを話題にするなど、いざという時の行動に繋げます。 
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係別の個別計画 
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総務係 の個別計画 
 

(1)情報発信の強化 

取り組み 内 容 重点事項 

①福祉かつらぎの

発行 

・毎月の発行によって、社協の活

動や福祉に関わる情報を発信

します。 

・フルカラー紙面に刷新し、視覚的に

伝わりやすい紙面を心がけます。 

・支え合いや助け合い活動の輪が広が

るよう、地域活動やボランティア活

動へのきっかけとなる情報を発信し

ます。 

・社協が行う各々の事業や取り組みを

分かりやすく紹介し、社協活動への

理解者や参画者を幅広く募ります。 

②ホームページの

更新 

・社協活動や福祉にかかわる情報

をリアルタイムに発信する。 

・ホームページを刷新し、多世代が見

やすい、伝わりやすい情報の発信に

取り組みます。 

・多様なメディアを活用し、リアルタ

イムな発信をめざします。 
③SNSの活用 

・年齢層や世代を意識した多角的

な情報発信を行います。 

④情報発信する職

員自身の広報マ

インドの向上 

・相手に伝わる情報発信を学ぶた

めに職員研修を実施します。 

・SNSなど情報発信する際に必要な正

しい知識を身につけます。 

 

 

 (2)自然災害・感染症発生時における業務継続計画（BCP）の検証と見直し 

取り組み 内 容 重点事項（★災害時に活きること） 

①検証検討会の 

開催 

・各部署の担当者による協議の

場を定期的（月 1回程度）に

設けます。 

・計画の実効性・有効性を確認するた 

め、各部署と連携し取り組みます。 

②訓練を通じた 

検証 

・業務継続計画（BCP）に基づい

た訓練を実施します。 

・自然災害時・感染症発生時でも業務

を中断させることのないよう検証・

見直しを行います。 

★訓練を通じ普段の業務から災害に対

する職員の意識向上を図ります。 

③施設・備品の 

確認 

・災害時に必要な備品や資機材

の点検や施設の避難経路の確

認を定期的に行います。 

・災害時の初動体制と合わせて検討し

ます。 
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 (3) 事務の合理化 

 

 

（4）法人の運営 

取り組み 内 容 重点事項 

①理事会の運営 ・事業を企画、執行します。 ・住民をはじめ専門機関とのつながり

を生かしたネットワーク、行政との

パートナーシップなどの強みを生か

して運営します。 ②評議員会の運営 

・法人にとって重要な事項を決定

し、議決した事項を協働して遂

行します。 

③事業・人事・財務

管理 

・監事会の実施や法的対応、人事、

基金の運営、経理事務を行いま

す。 

・社会福祉法人の使命に即応した事業

実施、財務管理を行います。 

・職員の健康増進に関する取り組みを

検討・実施します。 

④地域福祉活動 

計画の進行管理 

・数値目標を設定し、地域福祉活

動計画の進行管理に努めます。 

・第３次地域福祉活動計画２年目であ 

り、数字による見える化を図ります。 

⑤会員制度の運営 

・会員を募集し、社会福祉協議会

の基盤整備及びネットワーク

の強化を図り、自主財源の確保

に努めます。 

・法人へ働きかけます。 

⑥和歌山県社会福

祉協議会等との

連携 

・和歌山県社会福祉協議会や市町

村社協連絡協議会などと連携

し、広域的な協働で資質の向上

に努めます。 

・各種の研修会に参加し、職員の資質

向上に努めます。 

取り組み 内 容 重点事項（★災害時に活きること） 

①グループウェ

アの活用 

・グループウェアの活用により、

業務の効率化を図ります。 

・職員のスケジュール管理、公用車や

会議室の管理業務など職員間で情報

を共有し効率化を目指します。 

★必要に応じて業務フローのデジタル

化を図ります。また、災害時のグル

ープウェア運用ができる環境づくり

に取り組みます。 

②ネットワーク

環境の強化 

・災害時のシステム障害に備え、

また、ICT 化へのネットワーク

環境を強化します。 

・業務データをサーバー上へ移行後、

各係と定期的に運用状況を共有し災

害などに備えます。 
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⑦コーディネート 

機能の向上 

・必要なサービスを必要な人に届

けられるよう、福祉の受け手と

担い手をつなぐコーディネー

ターの存在が必要であり、ニー

ズをしっかりと施策に反映さ

せます。そのために、職員全員

が相談窓口であるという意識

を持ち、見守り活動の充実を目

指します。 

・職員研修の実施により、ニーズをニ

ーズとして、きっちり受け止められ

る職員を育成します。 

⑧福祉サービスに

関する苦情解決

体制 

・苦情受付担当者、苦情解決責任

者、第三者委員を設置し、苦情

や意見の収集と対応を重ね、サ

ービスの改善に役立てます。 

・事業の周知を図ります。 

⑨福祉人材の育成 

・地域福祉活動を知り、興味を持

ち、将来的にかつらぎ町の福祉

に貢献する人材を育成します。 

・社会福祉士実習を受け入れます。 

・学生を対象とした職場体験・社協オ

ープンカンパニーの実施。 

⑩フードパントリ

ーの実施 

・企業における食品ロスの削減と

資源の有効活用のため、商品の

寄贈を通じた支え合いの輪を

広げます。 

・企業等と連携し子育て世帯や支援を

必要とする方へ支え合いの輪をつな

げられるよう情報を発信します。 

 

 

  



- 17 - 

地域係 の個別計画 
 

（1）生活支援コーディネーター業務の受託（生活支援体制整備事業）による居場所

と出番の創出 

 

（生活支援コーディネーター業務の受託） 

取り組み 内 容 重点事項 

①地域資源の開発 

・地域に不足するサービス及

び支援の創出 

・サービス及び支援の担い手

の育成 

・元気な高齢者などが担い手

として活動する場の確保 

・サロンや身近な集まりなど地域にある

居場所や活躍できる場を把握継続しま

す。 

・令和 5・6年に行ったアンケートを整理

し地域検証をします。 

・こども食堂（地域食堂）をテーマにし

たフォーラムを開催し、住民の「こど

も食堂に関わりたい」という想いを形

にするため、テーマ型フォーラムを通

じて多様な世代が参画する場を創出し

ます。食堂を核とした多世代交流を促

進し、日常的な困りごとを相談し合え

る地域のつながりを深めます。また、

開催後も運営者と協力者が日常的に関

わり合える体制を整え、地域全体で子

どもを見守る互助の仕組みを構築しま

す。 

・地域調査で知り得た情報や見えてきた 

特徴を整理し地域カルテを作成しま 

す。地域カルテを共通言語とした「地 

域座談会」を定期開催し、住民と共に 

地域の強みや課題を可視化・更新しま 

す。対話を通じて「自分たちの地域が 

どうなれば幸せか」という理想を深 

め、その実現に向けた住民主体の活動 

を伴走支援します。 

・ボランティア養成講座の充実に取り組

み、担い手育成・発掘に取り組みま

す。また、各地域単位での支え合い講

座を開催し、地域にある支え合いの再

確認をする中で、地域のニーズや担い

手の把握をし、地域住民と共に支え合

いについて考える機会をつくります。 
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②ネットワークの

構築 

・関係者間の情報共有 

・事業主体間の連携の体制づ 

くり 

・生活支援コーディネーターの役割（地域

資源の開発やネットワーク構築）につい

て、関係機関や地域活動者へ戦略的に周

知・啓発を行います。各係や包括支援セ

ンター等との定期的な協議を通じて、地

域課題の共通認識を持ち、互いの強みを

活かした協働体制を確立します。 

③ニーズと取り組

みのマッチング 

・地域の支援ニーズと事業主

体の活動のマッチング 

・ニーズに対応できる活動を把握しリスト

化します。 

・ニーズがあっても活動がないことが予測

されるため、ニーズに基づき、地域の関

係者と話し合いの場を設けます。 

④会議への出席 

・かつらぎ町地域包括ケア会

議や関係機関が主催する会

議へ出席し、情報共有や連

携体制づくりを行う。 

・積極的に会議へ参加し、関係者からのニ

ーズ把握に努めます。 

・改善に向けて関係者と一緒に協議しま

す。 

⑤協議体に関する

業務 

・第１層協議体では、把握し

た地域課題やニーズを報告

し、必要とするサービスに

ついて協議を行う。 

・第２層協議体については、

設置に向けての検討や協議

を必要に応じて行う。 

・地域カルテを用いた地域課題の整理・

分析を行い、現状を可視化した報告資

料を作成します。第 1層協議体におい

て、カルテから見えた地域の強みやニ

ーズを委員・関係機関と共有し、目指

すゴールに向けた具体的な地域づくり

施策を共に協議・検討します。 

⑥その他の業務 

・生活支援コーディネーター

の研修、関係機関との連携

を図る。 

・国や県が開催する研修会に積極的に参

加します。 

・先進地を視察します。 

・地域包括支援センターや役場関係課と

定期的に協議します。 

 
（居場所と出番の創出に関連した取り組み） 

取り組み 内 容 重点事項 

⑦高齢者の健康・ 

生きがいづくり 

 

・老人クラブ連合会活動やい

きいきサロン活動と連携し

て取り組むことで、高齢者

の健康づくりや、生きがい

づくりに取り組みます。 

・地域で気軽に取り組める健康づくり講

座を開催し、地域リーダーを育成・サ

ポートします。公民館単位で回数を増

やして開催します。 

・魅力ある老人クラブづくりに努め、会

員の増加を図ります。 

・サロン代表者会や健康相談への参加 

 により地域の特色を掴み、その特色に

あった出前講座を実施し、健康意識を

高めます。 
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⑧短期集中型サー

ビスＣとの連携 

・長寿社会係、衛生課、地域包

括支援センター、居宅介護

支援事業所との連携にて、

短期集中型サービスＣ卒業

者の卒業後の生きがいづく

りのサポートに努めます。 

・サービスＣの対象の高齢者の担当者会

への出席により、本人の卒業後の目標

設定と地域での過ごし方を一緒に考

え、本人の望む居場所と出番づくりを

検討します。 

⑨障がい（児）者の

社会参加 

 

・障がい(児)者の健康づくり、

生きがいづくりに取り組

み、積極的に外に出て行く

機会をつくります。 

・身体障害者会や障がい児者父母の会な

ど、関係団体との連携により、障がい

をもつ方と地域の方が協働で取り組め

る仕組みをつくります。 

・障がい者ふれあい交流事業を実施しま

す。 

⑩若者の社会参加 
・不登校、未就労者の居場所

づくりに取り組みます。 

・ＮＰＯ法人よりみち、よつ葉福祉会な

ど、関係団体との連携により生活課題

を共有し、居場所づくりの充実に努め

ます。 

⑪社会福祉法人等

と連携した制度

の挟間の支援・連

絡会の実施 

・社会福祉法人は、地域課題

に対する社会貢献活動が責

務となっており、日頃の活

動から見えてくる課題を社

会福祉法人等の関係者が共

有し、課題解決に向けた実

践活動を展開します。 

・社会福祉法人等連絡会を開催し、日頃

の活動において課題となっていること

を共有します。 

・見えてきた地域課題について、支援策

を検討します。 

 
 
（２）住民参加型福祉サービスの展開 

 

取り組み 内 容 重点事項 

①ちょっと 

サポート事業 

・制度では対応しきれないち

ょっとした困りごとを、地

域の人々の助け合い活動に

よって解決を目指します。 

・活動時期を定めず、対象者の希望とボ

ランティアの都合の良い日を調整し、

必要な時期に実施します。 

・ホームページや SNSに活動を見える化

し新たなボランティア登録者数の増加

に努めます。 

②配食サービス 

・民生委員やボランティアの

協力により、弁当を調理・

配達 し、利用者の安否を

確認することで見守り体制

の充実を図ります。 

・地域住民やボランティアのつながりを

深めます。 

③友愛電話 

・ボランティアの電話によ

り、安否確認や日常生活で

の不安や気になっているこ

との相談に応じます。 

・電話により孤立や不安を和らげ、会 

話の中から課題を発見し、関係機関 

との連携により見守り活動を充実し 

ます。 
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④友愛訪問活動 

・見守り訪問の機会を増や

し、孤独や孤立で苦しんで

いる人の早期発見につなげ

ます。 

・民生委員による友愛訪問の強化（配食

サービス休止中の６月～ 

  ９月と年末の友愛訪問） 

・地域見守り協力員等との連携 

⑤音声による広報 

点字広報の作成 

※目が不自由な

方への情報提供 

・ボランティアの協力を得

て、音声での広報や点字で

の広報を作成し、目が不自

由な方にもしっかりと伝わ

る広報活動に取り組みま

す。 

・新たに必要とする方の把握に取り組み

ます。 

 

 

（３）ボランティア活動の機会づくりと福祉教育の推進 

 

取り組み 内 容 重点事項 

①ボランティア活

動に関するコー

ディネート業務 

・ボランティア活動に関する

相談や情報の提供、ボラン

ティア登録の促進、ボラン

ティアの担い手の育成や支

援、ボランティア保険の加

入を促進します。 

・ボランティア団体と連携しながら、ボ

ランティアの情報発信や、担い手の育

成に努めます。 

・コーディネート機能の向上に取り組

み、他機関との連携を深めます。 

・広報やホームページ・ＳＮＳを通じて

啓発します。 

②ふれあい活動の

支援 

・町内で世代や立場、障がい

の有無などを超えた交流、

ふれあいの機会を提供する

団体に対して助成を行いま

す。 

・町が実施するサロン助成事業との重複

を避け、若者や障がい者、災害時の避

難行動支援者など、世代を超えた活動

への支援に重きをおきます。 

また、新たに集いの場をつくる団体、

個人への支援に取り組みます。 

③児童・生徒への福

祉教育の推進 

・小・中学校、高等学校での人

権啓発や学習会を通じて、

将来的な地域福祉の担い手

の育成に取り組みます。 

・高齢者・障がい児者団体、ボランティア

団体との連携により取り組みます。 

・学校側と定期的な打ち合わせや振り返り

の場を持ち、教育現場のニーズに即した

福祉教育を共に企画・実施します。学校

が求める学びと地域の福祉資源を的確

に結びつけることで、児童・生徒が主体

的に地域共生社会を考える学習環境を

提供します。 
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④一般住民への 

福祉教育の推進 

・ボランティア活動や介護に

関する知識など、住民が必

要とするサービスを自ら学

び、身につけるための学習

の機会を提供します。 

・ボランティア講座を開催し、ボランテ

ィアの担い手の増加に努めます。 

⑤ボランティア 

体験事業 

・いつでも、どこでも、だれで

も気軽に、ボランティア活

動のきっかけづくりの機会

を提供し、新たな担い手の

確保をはかります。 

・新たにできたサークルと共に要約筆記

に関する体験事業を企画し体験講座開

催の実施へ取り組みます。 

・夏季ボランティア体験事業において、受

入施設・団体からのプログラム公募を新

たに実施することで体験メニューの拡

充を図ります。幅広い世代へ向けた積極

的な広報により参加促進に努めるとと

もに、受入側が自らの取り組みを主体的

に発信する機会を創出し、地域福祉への

理解と関心を深めます。 

⑥ボランティア 

まつり開催支援 

・ボランティア活動の紹介を

行い、助け合いや支えあい

の輪を広げます。 

・ボランティア連絡協議会と連携して取り

組みます。 

⑦町内企業との連

携（企業ボランテ

ィア） 

・ボランティア活動の機会づ

くりを企業と協力して取り

組みます。 

・企業の得意とする分野を生かした居場所

と出番づくりを検討します。 

 

 

（４）地域福祉への理解の促進 

 

取り組み 内 容 重点事項 

①赤い羽根共同募

金歳末たすけあ

い募金 

・社協や県内の福祉施設など

に助成する赤い羽根共同募

金(10月)の募金活動を、自

治区、町内会、小・中学校、

高等学校、町役場や関係機

関などに協力を依頼するこ

とで、福祉活動への理解の

促進を図っていきます。 

・共同募金の使いみちを明確にすること

により、活動に対する住民の理解と協

力を得ます。 

・地域ニーズに即した募金の在り方を検

討します。 

・取り組みの基盤となる共同募金委員会

組織の在り方を検討します。 

②社会を明るくす

る運動の実施 

・地域における犯罪や非行を

防止するとともに、罪を犯

した人たちの更生を支える

地域づくりを推進していき

ます。 

・７月の強調月間での啓発は継続実施と

し、予防や更生のための支援策は、保護

司や更生保護女性会などと協議してい

きます。 
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③恒久平和の実現 

・戦没者追悼式の開催支援や

遺族会活動の支援を通じて

地域住民が平和について考

え、地域のつながりときず

なを深める機会をつくりま

す。 

・平和な社会について考える作文の募集

などの活動を通じ、子どもや孫に継承

できるよう努めます。 

 

 

 

（５）災害時に配慮を必要とする方の支援体制の構築 

 

取り組み 内 容 重点事項（★災害時に活きること） 

①災害時避難行動

要支援者の個別

懇談会の開催 

・災害発生時の避難につい

て、本人や家族、関係者だけ

では、不安がある方に対し

て個別懇談会を開催し、避

難方法を検討します。 

・心身の状況から特に支援が必要な方か

ら懇談会を開催します。（ハザードマッ

プ上で危険箇所に居住している方を優

先） 

②かつらぎ町自主

防災組織連絡協

議会との連携 

・災害時の要配慮者の把握

と、災害時の支援活動をど

のように展開するのか、地

域の自主防災組織に働きか

け、支援方策を検討し、災害

時に備えます。 

・身近な地域での支援体制(自助・互助・共

助)のあり方を引き続き検討します。 

③災害ボランティ

アの確保 

・災害時に社協や各関係団体

と連携して活動できるボラ

ンティアを普段のボランテ

ィア活動を通じて確認しま

す。 

・普段活動しているボランティア(団体)

が災害時にできることを確認し、関係

団体との協議の場を持ちます。 

 

・高校（町内 2校）との連携を深め、各 

校の特色に合わせた防災プログラムを

実施します。学生の若い力と柔軟な発

想を引き出す防災セミナーを開催しま

す。 

★災害時に「助けられる側」から「支 

える側」へと意識をシフトし、学生自

らが具体的なアクションを考案できる

機会を提供することで、災害に強いま

ちづくりを推進します。 

④災害ボランティ

アの育成 

・災害時に備えて、人材の養

成を目指します。 
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⑤災害ボランティ

アセンター設置

運営訓練の実施 

・県内市町村の社協と役割を

分担しながら、継続して災

害ボランティアセンター設

置運営訓練に取り組みま

す。 

・行政・社協・ＮＰＯ法人・地域の役割を

整理し発災時には円滑にボランティア

活動ができるよう訓練を実施します。 

⑥災害ボランティ

アセンター運営

スタッフの育成 

・住民に対して災害ボランテ

ィアセンターの啓発を行

い、災害時にボランティア

とし関わってもらえるよう

働きかけます。 

・災害時の支援活動に関する研修の機会を

つくります。 

⑦かつらぎ町との 

連携 

・かつらぎ町と社協が締結し

た「かつらぎ町災害ボラン

ティアセンターの設置等に

関する協定」に基づき、かつ

らぎ町との協力関係のシミ

ュレーションを行います。 

・町の防災活動と連携して、社会福祉協議

会の役割を明確にし、的確な体制がとれ

るよう協議・検討します。 

⑧日本赤十字社 

かつらぎ町分区

との連携 

・活動資金の募集(５月～６

月)を通じて災害救援活動

に対する理解を促進し、か

つらぎ町分区活動及び赤十

字奉仕団活動などを通じ

て、地域のつながりやたす

けあいを生み出します。 

・活動資金の使いみちを明確にすること

で住民への理解を深めます。 

・分区活動や奉仕団活動をわかりやすく

周知することで、活動に関心を持つ住

民を増やします。 
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相談支援係 の個別計画 

 

（１） 生活困難ニーズの発見及び対応策の強化 

取り組み 内 容 重点事項 

①ふくし何でも 

相談 

・住民の日常生活上のあらゆ

る相談に応じる福祉総合相

談窓口としての機能を果た

します。 

・いつでも気軽に相談ができ

るよう、職員が通常業務の

中で対応します。 

・「どこに相談をすれば良い

のか分からない」との声に

応えるため、知名度の向上

に努めます。 

・「断らない相談」を念頭に、関係機関へ

の架け橋となって日常生活をサポート

します。 

・福祉かつらぎやホームページ、チラシ

の活用等により知名度を向上させ、住

民だれもが相談できる窓口を目指しま

す。 

②弁護士による 

無料法律相談 

・住民の日常生活上における

法的トラブルに対して、気

軽に相談できる窓口として

の役割を果たします。 

・継続的に相談が必要な場合

は、専門機関への橋渡しを

します。 

・防災ラジオや SNS等を活用して開催の周

知に努めます。 

・利用者アンケートを継続し、指摘事項が

あれば改善に努めます。 

・継続的に相談が必要な利用者や法的トラ

ブル以外の相談者に対しては、ふくし何

でも相談として対応します。 

③生活困窮世帯の 

実態調査 

・民生委員・児童委員をはじ

め、関係機関・団体が、それ

ぞれの活動現場で、生活困

窮状態にある人を発見した

時は、連絡・連携を密にし、

早期発見・早期対応に努め

ます。 

・普段の活動を通じ継続的な

見守り活動につなげます。 

・社協における生活困窮世帯への支援策

を広く周知することにより、早期発

見・早期対応に結び付けます。 

・調査方法について、広く関係機関に意

見を聴き、早期発見につなげられる方

法を検討します。 

④複合的な課題に

対する支援会議 

・複合的な課題を抱えた世帯

への支援について、一つの

部署や機関で抱え込むこと

がないよう、関係者が連携

し支援会議を開催します。 

・複合的な課題を抱えた世帯への支援に

ついて、関係機関の取り組みを調査

し、緊急性の把握や課題の分析を行い

ます。 

・支援会議を開催し、専門分野で支援策

を検討共有します。 

・支援会議を通じて問題解決力や担当職

員のコーディネート力の強化に努めま

す。 

 

 

 



- 25 - 

 

（２） 資金貸付制度をきっかけとした生活支援の強化 

取り組み 内 容 重点事項 

①資金貸付制度 

・生活福祉資金貸付制度 

・民生金庫貸付制度 

・低所得者・高齢者・障害者世

帯に対して、民生委員を通

じて資金の貸付けと、必要

な援助を行います。 

・貸付けが目的とならないよう、生活困

窮者支援・自立支援の一つのツールと

して運用し生活の安定に向けた支援を

行います。 

②新型コロナ特例貸

付の債務者への支

援と免除者への継

続支援強化 

・新型コロナ特例貸付の貸付

は終了したが、債務者の生

活安定に向けた生活支援を

継続します。 

（返済期間:最長 10年） 

・非課税世帯等については、段階的に債

権が免除となるが、債権がなくなった

から支援終了ではなく、生活が安定す

るまで支援を継続します。 

③現物給付制度の

検討 

・制度の狭間にあって、生活

維持が必要な方への対応策

として取り組み、対象者の

自立につなげます。 

・県社協やフードバンクとの

連携による物品の確保とと

もに、町民からの寄付と適

切な配分について検討しま

す。 

・現物給付のみで解決するのか、継続的

な支援が必要かの見極めを重視しま

す。 

・町民からの物品寄贈の在り方を検討しま

す。 

 
 
（３）意思決定支援を重視した権利擁護の強化 

取り組み 内 容 重点事項（★災害時に活きること） 

①福祉サービス利

用援助事業(日常

生活自立支援事

業)の実施 

・判断能力が不十分な高齢者

や知的障がい者、精神障が

い者の方で、自分ひとりの

判断で安定した生活を維持

することが困難な方に対し

て、福祉サービスの利用援

助や日常的な金銭管理など

の継続的な支援を行いま

す。 

・判断能力はあるが、生活を

維持していくためには継続

的な相談支援が必要な方に

対して、福祉サービス利用

援助事業に準じたサービス

（日常生活金銭管理等事

業）を実施します。 

・利用者の不安な思いに寄り添うことを

第一に、その人に合った生活をともに

考え、それぞれの支援計画を作成し、

必要に応じて関係機関とも連携しなが

ら、安心して地域で自分らしい生活が

送れるようお手伝いします。 

・利用者の意思決定を大切にし、その方

の理解力に合わせた資料作成など利用

者が自分で決められる環境づくりに努

めます。 

★利用者と家族、地域の方、関係機関が

良好な関係を築けるよう支援し、災害

などの非常時にも孤立することなく安

心して生活できることを目指します。 
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②法人後見制度の

実施 

・判断能力が不十分または判

断できない方に対して、法

定後見制度に基づいて財産

管理および身上保護につい

ての法的行為を受任し、切

れ目ない適切な支援を行い

ます。 

・成年後見制度への移行が必要な福祉サー

ビス利用援助事業利用者には、生活の安

定を継続できるよう、スムーズに必要な

手続きを行います。 

③権利擁護センタ

ー ほっとサポー

トかつらぎの運

営 

・「8050問題」や「親なき後問

題」の課題について、制度を

自分らしく生きるための支

援方法として伝わるように

誰もが「居場所と出番」を持

って自分らしく暮らせる地

域づくりを行えるよう応援

します。 

・成年後見制度の利用促進を目指し、中核

機関の事務局機能・連絡調整機能の役割

を果たし、関係機関と連携して取り組み

ます。 

・分野、世代を問わない実務者レベルでの

支援体制を確立します。 

・中核的役割としてコーディネート力の強

化、アウトリーチ機能を意識し、地域ニ

ーズの発見に努めます。 

④啓発活動の強化 

・関係性構築や、制度の普及

啓発を推進し、声をあげる

事が出来ない方の支援につ

なげる事ができるよう地域

の「気づき」を高めます。 

・日常的な見守りや権利擁護

の活動で培った多職種・多

機関との連携を基盤とする

ことで、いざという災害時

においても、孤立しやすい

方々へ迅速かつ適切な支援

を届けるセーフティネット

へと繋げます。 

・福祉かつらぎやホームページ、パンフ

レット等の媒体を通じて、住民一人ひ

とりが安心して自分らしい生活を送れ

るよう応援します。 

・住民や関係機関が理解しやすい説明で

の啓発活動を行い、地域全体で権利擁

護について取り組める環境を目指しま

す。 

⑤寄り添いサロン 

・人とのつながりが苦手な方

や生活力が弱い方など、地

域で安心して暮らせるチカ

ラを自ら高めていくことを

大切に調理や外出など社会

的経験を通じて、自ら気づ

くキッカケを支援します。 

・個別支援から出てきているニーズに対し

て取り組める方策を充実させます。 

・多様性に応じたサロン実施を検討しま

す。 
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居宅支援係 の個別計画 
 

（１）資質向上によるケアマネジメントの充実 

取り組み 内 容 重点事項 

① 各種研修会へ

参加 

・研修会に参加することで新

たな知識や技術の取得によ

り、専門性の向上を図り、自

立支援に資する適切なケア

マネジメントの実現に向け

て自己研鑽に努めます。 

・職員各自の目標を設定した研修計画を

作成、実行します。 

・各種の介護支援専門員研修を受講しま

す。 

・包括支援センター主催の地域ケア研修

会へ参加します。 

・その他行政機関等が実施する研修に適

宜参加します。 

② 事業所内での

ミーティング

と内部研修 

・居宅介護支援事業所内の情

報の共有、困難事例の検討

を行い、相談や意見の交換、

人材の育成に取り組みま

す。 

・事業所内で月 1 回事例検討

等の研修会を実施します。 

・週 1回ミーティングを行い、必要に応じ

て問題解決の方法を、仲間と共に検討し

導いていく。 

・年間 12 回の研修計画を作成し、内部研

修を実施します。 

 

 

③ 入退院時にお

ける病院との

連携 

・利用者の入院時には病院へ

情報提供を行い、退院時に

は情報収集を行うことで、

円滑に在宅復帰ができるよ

う支援します。 

・入院後 7日以内を目途に病院の担当者と

連絡を取り、入院時情報提供書により必

要な情報を提供します。 

・退院前カンファレンスへの出席や、家屋

訪問の立ち合い等により、利用者の身体

状態について情報収集を行います。 

④ 地域ケア個別

会議への参加

と自立支援の

取り組み 

・各ケアマネジャーが少なく

とも年 1 回参加し、自立支

援に向けた実際のケアプラ

ンの検証や、専門職からの

助言を受けます。 

・会議に参加することで、利用者の潜在能

力や意欲を引き出せる自立支援型ケア

プラン作成に取り組みます。 

・自立を目指したＣ型通所サービス利用も

積極的に提案していきます。 

⑤ サービスや社

会資源に関す

る最新情報の

取得 

・利用者の心身状況や環境等

に応じて、利用者の選択に

基づき、適切なサービスが

多様な事業者から効果的に

提供されるよう努めます。 

・他事業所や多職種と連携を図り、介護保

険サービスだけでなく、多種多様なサー

ビスや医療・福祉・社会保険制度・地域

の社会資源等について、最新情報の取得

に努めます。 

⑥ ケアプランの

自己点検 

・自らその提供するケアマネ

ジメントの評価を行い、見

直すことで改善と質の向上

を図ります。 

・事業所内で年 1回ケアプランの自己点検

を実施し、課題解決に取り組み、質の向

上に努めます。 
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（２）困難事例への対応力強化 

取り組み 内 容 重点事項 

①困難事例検討会

の開催 

・事業所内で対処できない困

難事例や、複合的な課題を

抱える利用者について、多

職種、関係機関が連携して

事例検討会を開催し、支援

方法の検討を行います。 

・それぞれの専門職の視点から問題解決

に向けて検討し、より効果的な支援の

実施に繋げると共に、関係機関、専門

職種との連携・協力・協働の関係を築

きます。 

②資源開発への 

提案 

・個別ケースを通して地域に

共通する課題を見つけ、地

域包括支援センターや行政

等に不足している地域の資

源開発に向けた提案を行い

ます。 

・地域包括ケアシステム構築に向け居宅

介護支援事業所が担っている役割とし

て、新たな社会資源の開発を意識して

取り組み、関係機関に提案します。 

③災害に備えた支

援体制の強化 

・災害発生に備え、避難に救護

が必要となる利用者に対し

て、個別の避難方法と支援

体制を協議・検討します。 

・すべての利用者の緊急連絡先が即座に

確認できる体制を構築します。 

・事業所内で対応が困難な利用者に対し

て関係機関と連携し、地域の協力が得

られるよう働きかけます。 

 

 

（３）選ばれる事業所づくり 

取り組み 内 容 重点事項 

① 広報やホーム

ページなどへ

の掲載 

・居宅介護支援事業所として

存在が周知できるよう掲載

します。 

・福祉かつらぎに特集記事を掲載します。

（年１回） 

・ホームページの更新を行い、わかりやす

く情報を発信します。 

・ＳＮＳを活用し、身近に感じてもらえる

よう日頃の何気ない情報を発信します。 

② 関係機関との

連携を強化 

・関係機関との連携を日頃か

ら密にし、医療機関や介護

サービス事業所等から信頼

されるよう努めます。 

・利用者のニーズに沿ったケアマネジメン

トを提供し、関係機関からも信頼を得る

ことで、選ばれる事業所を目指します。 

③ キャラバンメ

イト活動への

参加 

・認知症になっても安心して

過ごせる地域づくりを目指

して、キャラバンメイトの

活動に積極的に参加しま

す。 

・キャラバンメイトとして交流会や認 

知症サポーター養成講座等に参加し活

動します。 

・チームオレンジの活動にも積極的に参

加します。 
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包括支援係 の個別計画【地域包括支援センター】 
 

（１）包括的支援事業の取り組み 

取り組み 内 容 重点事項 

①介護予防ケア

マネジメント

業務（介護予

防・日常生活

総合事業にお

けるケアマネ

ジメント） 

・高齢者が要介護状態になるこ

とを予防するため、その心身の

状況、その置かれている環境を

踏まえ、本人が自立した日常生

活が送れるよう元気いこら教

室（短期集中型通所サービス

Ｃ）ならびにおうちでいこら教

室（短期集中型訪問サービス）

の利用定着と自立支援ケアマ

ネジメントを実践していきま

す。 

・本人のできる能力に着目した介護予防

ケアマネジメント（ケアプラン作成）

に努めます。 

・短期集中型通所サービスＣならびに短

期集中型訪問サービスの充実・活用 

・活用推進に向け介護事業所やサロン等

への研修会や啓発活動の実施 

・利用に伴うケアマネジメントの実践と

成功事例の蓄積・取材 

・日常生活総合支援事業の自立支援の取

組に対する研修会を開催 

②総合相談支援 

業務 

・閉じこもりや廃用性機能低下

による社会参加の減少傾向な

どで認知症や介護に関する相

談が増加の傾向です。どのよう

な支援が必要か三職種(保健

師、社会福祉士、主任介護支援

専門員)で協議し、必要に応じ

て介護事業所、役場関係課、民

生委員、警察、医療機関等と連

携し支援を行います。また、緊

急的な対応が必要な場合があ

り役場関係課、保健所、医療機

関等と連携を図っていきます。 

・介護や介護予防等の常時相談受付 

・本人や家族等が気軽に相談できるよう、

月２回もの忘れ相談（毎月第１・第３月

曜日）を実施します。 

 

・医療や介護につなげる必要性がある場合

は、認知症初期集中支援チームの活用を

図ります。 

③権利擁護業務 

・一人暮らしや高齢者世帯が増

え、医療や介護等の支援が必要

でありながら、適切なサービス

や制度に結びついていない方

が多くおられます。地域で安心

して尊厳のある生活が送れる

ように専門的、継続的な視点か

らセンターが迅速に関わり、関

係機関とも連携しながら問題

解決に向けて支援します。 

・役場福祉介護課等の関係各課、

警察、消費生活センター、権利

擁護センター(ほっとサポート

かつらぎ)等と連携し、町内で

発生する虐待ケースや消費者 

・本人や家族の生活状況を確認しながら必

要なサービスや制度につながるよう保

健師・社会福祉士・主任介護支援専門員

等の専門職がチームを組んで支援に努

めます。 
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被害の対応防止に努めます。 

・判断能力に欠ける状態にある

方を適切な支援（成年後見制

度、日常生活自立支援事業等）

につなげます。 

 

④包括的・継続

的ケアマネジ

メント業務 

・地域のケアマネジャーに、高齢

者が住み慣れた地域で安心し

て暮らしていける様、個々の高

齢者の心身状況や変化に応じ

て、生活課題の解決に必要なあ

らゆる社会資源を活用してい

けるよう継続的なケアマネジ

メントの実践を支援します。 

・ケアマネジャーや介護サービ

ス事業所の質の向上や交流を

図れる手段として地域ケア研

修会の開催や必要に応じて問

題解決型地域ケア会議等を開

催します。 

・継続的な支援が必要なケース

が多いため、関係機関、専門職

等のつながりを強化し、チーム

アプローチを行い包括的、継続

的なケアの推進に努めます。 

・地域の介護支援専門員が自立支援を念

頭に置いたケアプラン作成やサービス

提供ができるよう地域ケア個別会議や

地域ケア研修会を開催し、資質の向上

を図ります。 

⑤在宅医療・介

護連携推進事

業 

・要介護状態になっても、住み

慣れた地域で自分らしい暮ら

しをしていけるよう、医療・

介護が連携して切れ目なく 

継続的なサービス提供ができ

るよう連携強化を図っていき

ます。 

・医療・介護関係機関、橋本・伊都在宅 

医療介護連携支援センターと連携を取 

り合い、診療所内カンファレンスや入 

退院調整ルールの策定などに努めてい 

きます。 

 

 

 

（２）地域ケア会議推進事業の取り組み 

  包括的、継続的ケアマネジメント支援業務の効果的な実施のため、多職種協働

により構成される地域ケア個別会議を行います。 

取り組み 内 容 重点事項 

①自立支援型 

地域ケア個別会

議の開催 

・会議の開催を通じて、地域

課題の発見や自立支援に沿

ったサービス提供が図れる

ようケアマネジャー・介護

サービス事業所等を支援し

ます。 

・月１回２事例、地域ケア個別会議を開

催。専門職からのアドバイスを受け、

よりよいサービス提供を目指します。 
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②問題解決型 

地域ケア個別会

議の開催 

・会議の開催を通じて、地域

課題の発見や自立支援に沿

ったサービス提供が図れる

ようケアマネジャー・介護

サービス事業所等を支援し

ます。 

・地域のケアマネジャーや事業所が抱え

るケースについて必要に応じて関係者

が集まり問題解決に向け、必要な支援

を検討します。 

 

 

 

（３）認知症総合支援事業の取り組み 

  認知症地域支援推進員を中心に認知症になっても安心して生活できる町を目指

し、地域のみなさんの理解と当事者や家族の居場所づくりに努めます。 

取り組み 内 容 重点事項 

①つれもてカフェ

（認知症カフェ）の 

 運営 

・つれもてカフェは、認知症

の当事者だけでなく、医療・

介護の専門職や地域の方々

が集まり自由に交流するこ

とができる場所です。 

・地域のみなさんと楽しいひ

と時を過ごしながら、認知

症についても気軽に学び、

同じ悩みを持つ方とつなが

り、専門的な相談も受ける

ことができる場です。 

・月に４～５回程度、喫茶店やカフェを

中心に開催。 

・当事者が自らの想いを語り合える居場

所づくりに努めます。また、認知症に

ついての専門職も参加し相談できる体

制を作っていきます。 

②認知症家族の会

の支援 

・認知症の方を介護されてい

る介護者同士がこれまでの

経験を語ることにより、悩

みを前向きにとらえなおす

憩いの場。地域包括支援セ

ンターや認知症についての

専門職も参加し、認知症介

護の相談もできる。 

・月１回、第３木曜日に開催。 

・介護者や介護事業所等が共に参加し、認

知症介護の苦労や介護方法を共に話し

合える居場所づくりに努めます。 

③認知症サポータ

ー養成講座 

・認知症になっても地域で安

心して暮らしていけるよ

う、地域や職域の方々が認

知症について正しい知識を

学ぶ講座です。 

・講座を通じて地域の良き理

解者を養成し、認知症の人

や家族を応援します。 

・地域住民や事業所等を対象に年４回程度

の講座開催に努めます。 

・希望に応じて出張講座を開催します。 
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④キャラバンメイ

ト交流会の開催 

・キャラバンメイトは「認知

症サポーター養成講座」の

講師役です。認知症になっ

ても安心して暮らせるまち

づくりに向けて、キャラバ

ンメイトの意見を伺い、互

いの交流を通じて、認知症

の方やその家族を見守って

いける体制づくりを検討し

ていきます。 

・年１回、キャラバンメイト交流会を開催。

認知症サポーター養成講座の開催方法

や啓発活動についての取組みを検討し

ます。 

⑤認知症キッズサ

ポーター養成講

座の開催 

・子どもたちが認知症につい

て理解を深め、地域の高齢

者や認知症の方、その家族

を温かく見守り応援しても

らえることを目指す講座で

す。 

・接し方など寸劇も交えて講

座を開催します。 

・教育委員会等の協力を得て、受講を希望

する小中学校で開催します。 

⑥認知症サポータ

ーステップアッ

プ講座の開催 

・認知症サポーター養成講座

を受講された方を対象に認

知症に対する理解・接し方

をより深め、認知症の方や

その家族を地域で実際に支

えていくための方法につい

て学んでいただく講座を開

催します。 

・年１回程度の開催を予定。 

・認知症の方とともに地域で取り組めるこ

とを考えます。 

⑦認知症予防・理解

普及啓発活動 

（講演会・出前講

座・認知症月間啓

発の開催等） 

・認知症について理解を深め

るきっかけづくりとして、

認知症月間における啓発活

動等を実施します。 

・９月の認知症月間では行政の窓口や図書

館、地域の方々の協力を得て認知症に対

する啓発活動を実施します。 

⑧チームオレンジ

の活動支援 

・認知症ステップアップ講座

を開催し、チームオレンジ

への協力者を増やしていき

ます。 

・チームオレンジ活動に賛同

された方々の活動を支援す

るため連絡会の開催や啓発

活動や居場所づくりへの協

力を支援します。 

・ステップアップ講座を修了された方でチ

ームオレンジへの協力者を募り、年３回

程度の連絡会を開催。活動内容を検討し

ていきます。 
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（４）指定介護予防支援事業の取り組み 

  要支援と認定された方を対象とし、その状況の悪化防止、改善や自立支援に資

するケアマネジメント 

取り組み 内 容 重点事項 

①介護予防支援ケ

アマネジメント 

・可能な限り自宅にて、自身

が持つ能力に応じて自立し

た日常生活を営むことがで

きるよう、介護サービスや

地域にあるサービスなどを

活用し、本人の生活意欲の

向上、重度化防止を目指し

ます。 

・要介護認定が変わっても切

れ目なくサービスが提供さ

れるよう、地域の居宅介護

支援事業所と連携を図って

いきます。 

・本人のできる能力に着目し自立した日

常生活ができるよう介護予防支援(ケア

プラン作成)を行います。  

・各介護サービス事業所との連携に努め

ます。 

 

 

（５）その他の取り組み 

   

取り組み 内 容 重点事項 

①介護予防に関わ

る啓発活動 

・認知症をはじめ、外出機会

の減少など、健康に対する

住民の介護予防への意識を

高めてもらうため認知症、

うつ、低栄養、口腔、閉じこ

もり予防などの介護予防啓

発を働きかけていきます。 

・地域のサロンや老人会等の地域の集ま

りに働きかけ、介護予防の必要性を啓

発するとともに、地域包括支援センタ

ーの役割も合わせて周知することで気

軽に相談できる関係性を構築していき

ます。 

②介護予防に関わ

る事業への協力・

共催 

・町関係課が実施する介護予

防事業や三位一体事業、フ

レイル予防事業、地域にお

けるサロン活動等に協力

し、地域との交流を深め、健

康増進を働きかけていきま

す。 

・町が行う介護予防事業に協力し、地域の

方々の健康増進を図ります。 
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花園支所・施設支援係 の個別計画 

【高齢者生活福祉センター】 

取り組み 内 容 重点事項 

①高齢者生活福祉

センター事業 

・社会的孤立感の解消や心身

機能の維持向上を図るた

め、通院や買い物のための

移送サービス、一人暮らし

高齢者のための弁当の配

食、虚弱な高齢者のための

住居の提供などを行いま

す。 

・認知症の利用者が増加傾向にあり、本

人はもとより、ケアマネや家族ともコ

ミュニケーションをとりながら、地域

に密着したサービスを提供し、充実し

ていきます。 

②生きがいデイサ

ービス 

・社会的孤立感の解消や心身

機能の維持向上を図る 

・制度の周知や使ってもらいやすい雰囲気

づくりを充実します。 

③ふれあいサービ

ス事業 

（交通空白地有償

運送） 

・高齢者の社会生活上必要不

可欠な外出援助 

(通院・買い物・行政機関 

・金融機関等への送迎) 

・交通ルールを遵守し、安心安全なサービ

スの充実に努めます。 

④配食サービス 

・地域の高齢者に対し、見守

りも兼ねて職員が調理し配

達 

一食 ４００円 

毎週水曜日 夕食として 

・利用者の減少傾向があるが、サービスの

広報や周知により、利用者の増加を目指

す。 

⑤入居事業 

・自宅で独立して生活するの

が不安のある方（要介護１

まで）に対し住居を提供し、

各種相談・助言・緊急時の対

応を行う。 

・住みなれた地域で、安心して健康で明る

い生活を過ごせるようサポートします。 
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花園支所・施設支援係 の個別計画 

【通所介護事業】 

取り組み 内 容 重点事項（★災害時に活きること） 

①個々のニーズに

沿ったサービス

の提供 

・利用者の身体的・精神的状

態を把握し、介護計画に応

じた援助を行います。 

・新しい知識の習得に努め援

助します。 

・コミュニケーションを図り本人・介護

者とよりよい関係を作り、困りごとや

問題点の解決を図ります。 

・職員の知識向上のため内外部研修・伝

達講習等で研鑽を重ねます。 

②介護計画書に沿

った個別援助 

・ケアプランの確認や調整を 

行い個々のニーズに合った

通所介護計画書及び介護予

防通所介護計画書を作成し

ます。 

・担当者会議に参加して問題点や要望を把

握し、安心して援助が受けられるよう本

人・介護者に説明します。 

③利用者の健康管 

理・機能訓練 

・バイタルチェック・状態の

観察を行い、異常があれば

介護者及び関係機関に報告

します。 

・医師の指示や希望により可

能な限りの機能訓練をしま

す。 

・指示を仰ぎ対処します。また、緊急を要

する場合は救急車の手配をします。 

・個別の機能訓練を行います。 

④安全に安心して 

一日が過ごせる 

よう配慮する 

・館内での転倒防止・種々の

感染病予防対策・災害時の

対策を行い実行します。 

・利用者の転倒がないよう移動の際は傍に

付き添います。また、危険なものや危険

な箇所については、排除や改修等行いま

す。 

・感染予防対策（手洗い・マスク・消毒）

を徹底し、職員の健康管理に留意しま

す。感染症が疑わしい場合は、受診し検

査をします。 

★9 月の防災の日に合わせ、その近い日に

防災訓練をします。 

⑤地域交流を図り 

社会からの孤立 

感を解消する 

・住み慣れた花園で生活する

喜びを感じていただきま

す。 

・いきいき倶楽部・梁瀬小学校・各ボラン

ティアとの調整や依頼をして、交流の場

を広げ楽しい時間を過ごしていただき

ます。 
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花園支所・訪問支援係 の個別計画 

【訪問介護事業】 

取り組み 内 容 重点事項（★災害時に活きること） 

①利用者に合った 

サービス提供 

・介護サービス、障害福祉サ

ービスの事業所として見守

り支援します。 

・利用者や家族の不安や悩みをキャッチ

できるよう寄り添い笑顔で支援しま

す。 

・利用者の自立の可能性を引き出す支援

を行います。 

②ケアマネジャー、

関係機関との連

携 

・利用者、家族、関係機関、ケ

アマネジャーとの連携を密

に行い情報を共有し質の高

いサービスの提供に努めま

す。 

・関係者等と情報を共有することにより、

利用者、家族のニーズに応じ、どこまで

の支援が必要かを見極め居宅介護計画

書に沿って訪問計画書を作成します。 

・担当者会議を通じて利用者や家族の要望

や希望を取り入れたサービスの改善や

体制の整備を図ります。 

・問題が生じた時はケアマネや関係者等に

連絡し、問題解決に努めます。 

③利用者に寄り添

った訪問 

・訪問し利用者の今の様子や

変化を知ることで、ケアマ

ネジャー等と連携を図りま

す。 

・少しでも長く住み慣れた地

域で生活ができるよう支援

します。 

・利用者の人権擁護・虐待の

防止に努めます。 

・訪問計画書に基づいて利用者の自宅を訪

問し、住み慣れた地域で長く暮らしてい

けるよう支援します。 

・訪問員は、訪問宅での体調や異変等を係

長に報告、連絡、相談することにより、

利用者に寄り添ったサービスに繋げま

す。 

④安心してサービ

スを受ける環境

整備 

・コロナ、インフルエンザ等

感染予防として、手洗い、消

毒、マスク等徹底し感染予

防に努め持ち込みません。 

・災害発生の避難について日

頃から利用者と話題にし、

もしもの時に備え共有して

おきます。 

・感染症に対する研修等行い職員達が感染

源にならないように努めます。 

・災害時は自信と利用者の安全を優先 

することを考えたうえ、地域の避難 

経路、場所の確認を定期的に行いま 

す。 

★訪問の中でも利用者家族とも災害時の

話題を出し、日頃から話しておくことで

いざという時の行動に繋げます。 

⑤職員の育成 
・職員の自主的な資質向上に

取り組みます。 

・定期的な各研修会への参加及び職場研

修、自立学習に心掛けます。 

 


